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御利用にあたって 
 
 ・ 本県の産業連関表は、総務省、内閣府、金融庁、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産 
  省、経済産業省、国土交通省及び環境省の10 府省庁が共同で作成している産業連関表（全国表） 
  に準じて作成されています。 
 
 ・ 産業連関表は、作成時点によって部門分類や定義等に相違があるため、単純に他の年次のもの 
  と比較はできません。 
  
 ・ 本報告書に記載されている平成 23年及び平成 27 年の数値等については、当該年次の産業連関 
  表を今回の部門分類との対応関係を勘案して簡易に組替集計している場合があるため、平成 23

年及び平成 27年の報告書の内容とは異なる場合があります。 
 
 ・ 統計表の記号の用法は、次のとおりです。 
   「－」、「△」：負数 
   「0」：皆無又は表章単位未満 
 
 ・ 統計表の数値は、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の和が一致しない場合があり 
  ます。 
 
 ・ 産業連関表に関するデータは、福島県ホームページ内にある「ふくしま統計情報BOX」に掲 
  載されています。併せて御利用ください。 
   なお、紙面の都合上、本報告書に掲載されている統計表は、ひな型（13部門）及び統合大分類 
  （39 部門）の 2 種類となっておりますが、ふくしま統計情報 BOX には統合中分類（106 部門） 
  も掲載しております。 
  （※ キーワード検索で、「ふくしま統計情報ＢＯＸ」または「福島県産業連関表」で検索。） 

 

 ・ 本報告書に関するお問い合わせは、下記までお願いします。 
   〒960-8670 福島市杉妻町２－１６ （本庁舎５階） 
   福島県 企画調整部 統計課 
   TEL：024-521-7148（直通） 
   E-mail：fuku_io@pref.fukushima.lg.jp 
 
 ・ 本資料から抜粋、又は新たに資料を作成して利用する場合は、福島県統計課「令和 2年（2020 
  年）福島県産業連関表」から抜粋（又は作成）した旨を明記してください。 
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令和２年（2020年）福島県産業連関表の

概要
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１ 産業連関表のしくみ 
 
 産業連関表は、対象地域の経済活動を、企業、家計、公共部門などの経済主体間で取引される財・ 

サービスの流れの面からとらえ、その経済関係を一枚の表としてまとめた加工統計である。 
 

図１－１ 産業連関表のしくみ 

 
 
 経済を構成する各産業部門は、相互に結び付き合いながら、その地域独自の産業構造を形成してい 
る。ある産業部門は、他の産業部門から原材料や燃料等の財及びサービスを購入（投入）し、これを 
加工（労働・資本等の投入）することにより、別の財・サービスを生産している。さらにこれを別の 
産業部門へ原材料等として、又は家計などの最終需要部門へ完成品等として販売（産出）している。 
 産業連関表は、これら財・サービスの取引について、一定の地域（国や都道府県等）内で一定の期 
間（通常は１年間）行われたものを把握し、各部門の間でどのような取引がどれだけ行われたのかを 
明らかにしようとするものである。 
 表を縦方向に見ることで、生産活動に際して投入される財・サービスの内訳（費用構成）を読み取 
ることができ、また、横方向に見ることで、それら生産された財・サービスの産出先（販路構成）を 
読み取ることができる構造となっている。 
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２ 産業連関表の利用 
 
 (1) 経済構造の分析 

   産業連関表には、各財・サービスの県内生産額、需要先別販売額（中間需要、消費、投資、輸移 

  出等）及び費用構成（中間投入、雇用者所得、資本減耗引当等）が産業部門ごとに詳細に記述され 

  ている。これをそのまま読み取る、または係数化することによって、産業間の相互依存関係、産業 

  別投入構造や雇用者所得比率、各最終需要項目の商品構成や商品別の輸移出比率など、表作成年次 

  における当該地域の経済構造の特徴を掴むことができる。 

 

 (2) 経済波及効果の測定 

   産業連関表から計算される各種計数表により、消費や投資の増加など最終需要が変化すること 

で各財・サービスの生産にどのような影響を及ぼすかを求めることができる。したがって、公共投

資や経済政策等により発生する最終需要の変化を予め積算し、これを計数表に与えることによって、 

 当該事業がもたらす経済波及効果を分析することができる。 

 

 

 

３ 令和 2 年（2020 年）福島県産業連関表の概要 
 
 (1) 表の形式等 

 

 ア 対象年次及び対象地域 

   ・対象年次 令和2年（2020年） 

   ・対象地域 福島県 

 イ 部門数 

   ・基本分類  … (行)445部門、(列)391部門 

   ・統合小分類 … 191部門 

   ・統合中分類 … 106部門 

   ・統合大分類 … 39部門 

   ・ひな型   … 13部門 

 ウ 公表資料 

   ・県内生産額        … ひな型、統合大分類、統合中分類、統合小分類 

   ・取引基本表及び各種計数表 … ひな型、統合大分類、統合中分類 

   ・付帯表（雇用表）     … ひな型、統合大分類、統合中分類 

 

 ※ 産業連関表は、原則として５年毎（西暦の末尾が0または 5の年次）に作成されてきたが、前々 

  回は産業連関表を作成するにあたって重要な基礎資料となる「経済センサス活動調査」の調査対

象年次が平成23年（2011年）となり、前々回の産業連関表の作成も平成23年（2011年）となっ

た。 

   なお、本県においては、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の影響により、本県経済

が甚大な被害を受けたことから、この５年の周期によらない平成25年（2013年）産業連関表（延

長表）を作成しております。 
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 (2) 概要 
 
   令和 2年（2020年）の福島県産業連関表（以下、本文中で「令和2年表」という。）は、以下 

  のとおりとなった（図１－２）。 

   全産業で 15兆 2,208億円の生産があり、うち7兆 991億円が中間投入（＝中間需要）、残りの 

  8 兆 1,217億円が粗付加価値（＝最終需要）となった。 

   需要と供給についてみると、総需要（表の横方向）は21兆 8,966億円で、うち7兆 991億円 

  が中間需要として産業間で取引されており、残りの14兆 7,975億円が最終需要（消費、投資、輸 

  移出）に向けられている。この需要を満たす総供給は、生産額15兆 2,208億円と輸移入6兆 6,757 

  億円を合わせた21兆 8,966億円となった。 

 
図１－２ 令和2年（2020 年）福島県産業連関表の概要 
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４ 令和 2 年（2020 年）福島県産業連関表からみた福島県経済 
 
 本県経済の財・サービスの流れについて、平成 27 年と令和 2 年の福島県産業連関表を比較してみ

ると、以下のとおりである。 

 

 本県経済を供給側からみると、令和2年の財・サービスの「総供給」は21兆 8,966億円で、このう

ち「県内生産額」は15兆 2,208億円（総供給に占める割合69.5％）、「輸移入」は6兆 6,757億円（同

30.5％）となり、これを平成27年と比較すると、「県内生産額」は5.0％、「輸移入」は1.7％、「総供

給」は4.0％の減少となった。 

 県内生産額の費用構成の内訳をみると、生産活動に用いられた原材料や燃料等の財・サービスの「中

間投入」は7兆 991億円であり、県内生産額に占める割合を示す「中間投入率」は46.6％（平成 27年

比 3.1ポイント低下）となった。 

県内生産額のもう１つの構成要素である「粗付加価値」は、8 兆 1,217 億円であり、県内生産額に

占める割合を示す「粗付加価値率」は53.4％（同3.1ポイント上昇）となった。また、粗付加価値に

占める主な項目の構成比は、「雇用者所得」が49.7％、「営業余剰」が16.1％、「資本減耗引当」が27.2％

であり、平成27年と比較すると、「営業余剰」、「資本減耗引当」、「雇用者所得」はいずれも上昇した。 

次に、需要側からみると、令和2年の財・サービスの「総需要」は21兆 8,966億円であり、このう

ち、生産活動に用いられた原材料や燃料等の財・サービスに対する「中間需要」は7兆 991億円（総

需要に占める割合32.4％）、「県内最終需要」が9兆 1,684億円（同 41.9％）、「輸移出」が5兆 6,291

億円（同25.7％）となった。さらに、「県内最終需要」の内訳をみると、「消費」が6兆 40億円（「県

内最終需要」に占める割合65.5％）、「投資」が3兆 1,643億円（同34.5％）となった。 

 平成 27年と比較すると、中間需要は10.8％の減少となった。県内最終需要のうち、消費は6.3％の

減少、投資は16.1％の増加となった。輸移出は1.6％の減少となり、総需要に占める輸移出の割合は

25.7％と平成27年から 0.6ポイント上昇した。 

 産業全体の県内生産額は5.0％の減少となり、2期ぶりのマイナスとなった。県内生産額の減少は、

米中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の流行などの影響と考えられる。県内生産額の構成要素を

見ると、「中間投入」は減少したが、「粗付加価値」は増加した。 
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図１－３ 令和2年（2020 年）福島県産業連関表からみた財・サービスの流れ 

   

(注) 1　この図において、「財」は、統合大分類の分類コード01～23及び38の合計、「サー

　　　　ビス」は、同じく24～37及び39の合計である。

　　 2　この図において、「消費」は、「家計外消費支出」、「民間消費支出」及び「一般

　　　　政府消費支出」の合計、「投資」は、「県内総固定資本形成」及び「在庫純増」の

　　　　合計である。

　　 3　(　)内の数字は、構成比を示す。
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５ 令和 2 年（2020 年）福島県産業連関表（13 部門） 

 

表１－１ 生産者価格評価表（１３部門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12

農　林
水産業

鉱業 製造業 建設
電気・
ガス・
水道

商業
金融・
保険

不動産
運輸・
郵便

情報通信 公務 サービス

01 農 林 水 産 業 28,031 0 138,159 2,699 0 180 0 5 1 0 15 12,017

02 鉱 業 11 7 111,982 5,702 183,257 2 0 0 1 0 4 33

03 製 造 業 46,551 404 1,789,028 425,552 52,451 34,402 10,680 2,356 90,499 12,544 33,200 401,581

04 建 設 943 25 15,013 1,078 20,798 4,285 1,494 14,603 6,650 1,419 6,396 10,968

05
電気・ガス・
水 道

2,699 164 117,614 6,376 122,885 32,589 2,507 4,220 8,657 3,293 10,629 70,347

06 商 業 13,675 96 221,538 74,804 5,638 10,537 2,091 1,323 22,676 2,743 6,696 105,925

07 金 融 ・ 保 険 1,804 449 41,825 20,664 22,650 20,270 31,591 80,128 18,559 2,056 12,006 37,163

08 不 動 産 109 47 14,600 6,748 6,383 39,913 7,193 43,318 18,002 5,477 2,555 49,403

09 運 輸 ・ 郵 便 21,352 2,515 157,240 81,185 28,988 64,643 15,058 2,976 60,249 7,969 27,464 96,500

10 情 報 通 信 971 33 34,748 14,735 13,751 46,255 22,540 2,391 5,447 66,490 20,885 79,733

11 公 務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12 サ ー ビ ス 10,021 267 214,387 207,061 111,378 93,290 51,363 22,171 121,253 53,253 89,816 351,547

13 分 類 不 明 1,823 44 15,511 23,906 3,721 4,572 4,143 2,882 1,378 1,291 227 15,621

127,990 4,051 2,871,645 870,510 571,900 350,938 148,660 176,373 353,372 156,535 209,893 1,230,838

1,145 103 43,022 19,187 5,130 14,929 9,999 1,365 4,116 1,911 6,669 30,782

36,770 2,480 830,346 610,184 42,663 481,404 118,490 37,467 185,426 52,525 251,891 1,389,084

54,952 243 266,847 42,788 146,772 80,766 86,190 392,973 83,531 35,775 0 75,890

45,384 572 556,613 95,111 253,047 106,820 30,442 365,650 62,661 50,463 271,991 366,862

7,561 258 63,842 80,495 46,097 63,484 6,519 75,036 34,042 8,046 1,294 91,293

-11,210 0 -558 -16,936 -2,818 -793 -5,208 -180 -1,145 -2 0 -15,521

134,602 3,656 1,760,112 830,829 490,891 746,610 246,432 872,311 368,631 148,718 531,845 1,938,390

262,592 7,707 4,631,757 1,701,339 1,062,791 1,097,548 395,092 1,048,684 722,003 305,253 741,738 3,169,228

粗付加価値部門計

県 内 生 産 額

中
　
　
間
　
　
投
　
　
入

内 生 部 門 計

粗
　
付
　
加
　
価
　
値

家 計 外 消 費 支 出

雇 用 者 所 得

営 業 余 剰

資 本 減 耗 引 当

間接税（関税・輸入品
商 品 税 を 除 く 。 ）

( 控 除 ) 経 常 補 助 金

コード／部門名

中　　間　　需　　要

-8-



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13

分類不明

0 181,107 960 58,272 0 5,254 7,670 72,156 120,717 192,873 373,980 -111,388 262,592

9 301,008 -67 -69 0 0 5,601 5,465 1,292 6,757 307,765 -300,058 7,707

2,321 2,901,569 24,146 839,526 136 699,690 -23,711 1,539,787 3,943,295 5,483,082 8,384,651 -3,752,894 4,631,757

1,096 84,768 0 0 0 1,616,571 0 1,616,571 0 1,616,571 1,701,339 0 1,701,339

259 382,239 123 126,657 -1,873 0 0 124,907 598,266 723,173 1,105,412 -42,621 1,062,791

305 468,047 24,315 643,576 128 143,406 2,630 814,055 433,625 1,247,680 1,715,727 -618,179 1,097,548

2,599 291,764 4 242,790 0 0 0 242,794 20,680 263,474 555,238 -160,146 395,092

1,435 195,183 0 857,388 34 23,562 0 880,984 2,028 883,012 1,078,195 -29,511 1,048,684

3,937 570,076 5,458 113,873 946 16,584 1,221 138,082 226,461 364,543 934,619 -212,616 722,003

3,262 311,241 2,692 263,216 111 210,394 -464 475,949 37,206 513,155 824,396 -519,143 305,253

7,621 7,621 0 17,127 716,990 0 0 734,117 0 734,117 741,738 0 741,738

3,534 1,329,341 80,877 788,644 1,198,030 455,938 0 2,523,489 203,659 2,727,148 4,056,489 -887,261 3,169,228

0 75,119 0 25 0 0 0 25 41,881 41,906 117,025 -41,931 75,094

26,378 7,099,083 138,508 3,951,025 1,914,502 3,171,399 -7,053 9,168,381 5,629,110 14,797,491 21,896,574 -6,675,748 15,220,826

150 138,508

558 4,039,288

43,121 1,309,848

2,640 2,208,256

2,469 480,436

-222 -54,593

48,716 8,121,743

75,094 15,220,826

最　　終　　需　　要

（単位：百万円）

需要合計
（控除）
輸移入

県　内
生産額内生部門

計
家 計 外
消費支出

民　　間
消費支出

県内
最終需要

計
輸移出

最終需要
計

一般政府
消費支出

県　　内
総 固 定
資本形成

在庫純増
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＜概要版＞ 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～　第２章　～

令和２年（2020年）福島県産業連関表

からみた県経済の構造
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１ 県内生産額の推移 
 
  令和 2年の県内生産額は、15兆 2,208億円であり、平成27年に比べて5.0％の減少となった。 

 これを平成27年から令和2年までの5年間の平均伸び率でみると年1.0％の減少となる。 

  年平均伸び率を時系列でみると、昭和60年以降徐々に低下（成長が鈍化）しており、平成12年 

 から平成 17年にかけてマイナスに転じた。平成17年から平成23年にかけては、リーマンショック 

 や東日本大震災の影響で減少幅が拡大した。平成23年から平成27年にかけては、東日本大震災か

らの復旧・復興需要、景気の回復等によりプラスに転じた。平成27年から令和2年にかけては、米

中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の流行等により再びマイナスに転じた。 

 

図２－１ 県内生産額の推移 

 

表２－１ 県内生産額の推移 
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131,216
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152,208

△ 50.0

△ 25.0

0.0

25.0
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150.0

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

175,000

200,000

S60 H2 H7 H12 H17 H23 H27 R2

県内生産額（億円） 伸び率（％）（億円） （％）

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成23年 平成27年 令和2年

県内生産額（億円） 109,506 140,174 160,881 164,684 155,917 131,216 160,164 152,208

伸び率（％） 40.2 28.0 14.8 2.4 △ 5.3 △ 15.8 22.1 △ 5.0

年平均伸び率（％） 7.0 5.1 2.8 0.5 △ 1.1 △ 2.8 5.1 △ 1.0

 【用語の解説】

県内生産額：　県内に所在する各産業の事業所による生産活動や取引の総額をいう。

　　　　　　　なお、産業連関表では、同一事業所で複数の生産活動が行われている場合には、これらの生産活動

　　　　　　の内容ごとにデータを分類し、作成している。
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（※参考）国内生産額との比較 

 

  県内生産額の推移を、全国表の国内生産額の推移と比較すると、平成12年以降は、全国は概ね横

ばいで推移している一方、本県は、東日本大震災の影響による大幅な減少と、その後の復旧・復興

需要による増加があり、全国よりも変動が大きい傾向にある。 

 

図２－２ 国内生産額の推移と国内生産額及び県内生産額の伸び率 

 

表２－２ 国内生産額と県内生産額の推移と伸び率 
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300,000

400,000
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800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

S60 H2 H7 H12 H17 H23 H27 R2

国内生産額（10億円） 国 伸び率（％） 県 伸び率（％）（10億円） （％）

全国 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成23年 平成27年 令和2年

国内生産額（10億円） 678,544 872,212 937,101 958,887 972,015 939,675 1,017,818 1,026,154

伸び率（％） 22.3 28.5 7.4 2.3 1.4 △ 3.3 8.3 0.8

年平均伸び率（％） 4.1 5.1 1.4 0.5 0.3 △ 0.6 2.0 0.2

福島県 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成23年 平成27年 令和2年

県内生産額（億円） 109,506 140,174 160,881 164,684 155,917 131,216 160,164 152,208

伸び率（％） 40.2 28.0 14.8 2.4 △ 5.3 △ 15.8 22.1 △ 5.0

年平均伸び率（％） 7.0 5.1 2.8 0.5 △ 1.1 △ 2.8 5.1 △ 1.0
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２ 産業別の県内生産額、構成比（13部門） 

 

  県内生産額の産業別構成比を13部門別でみると、「製造業」の占める割合が 30.4％と最も高く、 

 次いで「サービス」（20.8％）、「建設」（11.2％）の順となった。特に「建設」は、東日本大震災後

の復旧・復興需要により、構成比を大きく伸ばした。 

  第１次、第２次、第３次産業別にみると、最も割合の高いのは第３次産業で56.6％、次いで第２ 

 次産業（41.7％）、第１次産業（1.7％）の順となった。平成27年と比べて、第３次産業の構成比が

低下した。 

 

図２－３ 県内生産額の産業別構成比（13部門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－３ 産業別県内生産額、構成比（13部門） 

 

平成23年 平成27年 令和2年 平成23年 平成27年 令和2年

13,121,599 16,016,414 15,220,826 100.0 100.0 100.0

01 農 林 水 産 業 232,116 247,001 262,592 1.8 1.5 1.7

02 鉱 業 6,722 9,480 7,707 0.1 0.1 0.1

03 製 造 業 4,417,553 4,883,848 4,631,757 33.7 30.5 30.4

04 建 設 750,717 1,752,369 1,701,339 5.7 10.9 11.2

05 電気・ガス・水道 921,818 1,335,422 1,062,791 7.0 8.3 7.0

06 商 業 891,771 1,070,329 1,097,548 6.8 6.7 7.2

07 金 融 ・ 保 険 324,128 400,261 395,092 2.5 2.5 2.6

08 不 動 産 899,663 900,143 1,048,684 6.9 5.6 6.9

09 運 輸 ・ 郵 便 691,982 797,356 722,003 5.3 5.0 4.7

10 情 報 通 信 309,037 322,308 305,253 2.4 2.0 2.0

11 公 務 783,517 998,091 741,738 6.0 6.2 4.9

12 サ ー ビ ス 2,851,331 3,233,399 3,169,228 21.7 20.2 20.8

13 分 類 不 明 41,244 66,407 75,094 0.3 0.4 0.5

第 １ 次 産 業 232,116 247,001 262,592 1.8 1.5 1.7

第 ２ 次 産 業 5,174,992 6,645,697 6,340,803 39.4 41.5 41.7

第 ３ 次 産 業 7,714,491 9,123,716 8,617,431 58.8 57.0 56.6

（注）　１　13部門による。
　　　　２　本表において、第１次産業は「01 農林水産業」を、第２次産業は「02 鉱

　        業」～「04 建設」を、第３次産業はそれ以外の分類を指す。

　　　　３　前回表（平成27年表）及び前々回表（平成23年表）の数値は、令和2年表
　　　　　の部門分類との対応関係を勘案して簡易に組替集計したものであり、既に公

  　　　　表されている値と一致しない場合がある。

(

再
掲

)

県内生産額 (百万円) 構成比 (％)

産 業 計
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３ 産業別の県内生産額、伸び率及び寄与度（39部門） 

 

県内生産額の平成 27 年に対する産業別伸び率を 39 部門別でみると、16 部門で増加となり、23

部門で減少となった。 

特に増加の大きかった部門は、「廃棄物処理」（対27年比 26.7％増）、「化学製品」（同23.5％増）、

「他に分類されない会員制団体」（同18.0％増）、「不動産」（同16.5％増）であった。 

  一方、特に減少の大きかった部門は、「電気機械」（同37.4％減）、「対個人サービス」（同31.2％

減）、「情報通信機器」（同29.1％減）、「公務」(同 25.7％減)などであった。 

  また、産業全体の伸び率（△5.0％）に対する部門ごとの寄与度をみると、「電気・ガス・熱供給」

（△1.7％）、「公務」（△1.6％）、「対個人サービス」（△1.4％）などが寄与した。 

 

図２－４ 産業別県内生産額の伸び率（39部門） 
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表２－４ 産業別県内生産額、伸び率及び寄与度（39部門） 

 

 

 

 

寄与度 (％)

平成23年 平成27年 令和2年 H23→H27 H27→R2 H27→R2

13,121,599 16,016,414 15,220,826 22.1 △ 5.0 △ 5.0

01 農 業 199,658 212,016 226,916 6.2 7.0 0.1

02 林 業 22,849 24,497 24,896 7.2 1.6 0.0

03 漁 業 9,609 10,488 10,780 9.1 2.8 0.0

04 鉱 業 6,722 9,480 7,707 41.0 △ 18.7 △ 0.0

05 飲 食 料 品 531,618 521,825 504,668 △ 1.8 △ 3.3 △ 0.1

06 繊 維 製 品 45,836 62,244 47,133 35.8 △ 24.3 △ 0.1

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 227,905 283,553 305,165 24.4 7.6 0.1

08 化 学 製 品 390,881 479,078 591,619 22.6 23.5 0.7

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 9,157 13,972 15,760 52.6 12.8 0.0

10 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 製 品 296,523 382,238 373,188 28.9 △ 2.4 △ 0.1

11 窯 業 ・ 土 石 製 品 145,602 208,387 223,654 43.1 7.3 0.1

12 鉄 鋼 76,815 77,882 66,685 1.4 △ 14.4 △ 0.1

13 非 鉄 金 属 264,478 309,377 261,108 17.0 △ 15.6 △ 0.3

14 金 属 製 品 232,178 243,446 244,577 4.9 0.5 0.0

15 は ん 用 機 械 135,283 162,467 158,078 20.1 △ 2.7 △ 0.0

16 生 産 用 機 械 130,541 155,134 147,963 18.8 △ 4.6 △ 0.0

17 業 務 用 機 械 203,529 250,002 242,663 22.8 △ 2.9 △ 0.0

18 電 子 部 品 372,245 391,376 400,262 5.1 2.3 0.1

19 電 気 機 械 262,438 332,399 208,029 26.7 △ 37.4 △ 0.8

20 情 報 通 信 機 器 563,402 445,642 316,004 △ 20.9 △ 29.1 △ 0.8

21 輸 送 機 械 409,766 410,852 388,741 0.3 △ 5.4 △ 0.1

22 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 100,081 130,681 115,586 30.6 △ 11.6 △ 0.1

23 建 設 750,717 1,752,369 1,701,339 133.4 △ 2.9 △ 0.3

24 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 853,938 1,264,648 996,346 48.1 △ 21.2 △ 1.7

25 水 道 67,880 70,774 66,445 4.3 △ 6.1 △ 0.0

26 廃 棄 物 処 理 87,437 129,627 164,193 48.3 26.7 0.2

27 商 業 891,771 1,070,329 1,097,548 20.0 2.5 0.2

28 金 融 ・ 保 険 324,128 400,261 395,092 23.5 △ 1.3 △ 0.0

29 不 動 産 899,663 900,143 1,048,684 0.1 16.5 0.9

30 運 輸 ・ 郵 便 691,982 797,356 722,003 15.2 △ 9.5 △ 0.5

31 情 報 通 信 309,037 322,308 305,253 4.3 △ 5.3 △ 0.1

32 公 務 783,517 998,091 741,738 27.4 △ 25.7 △ 1.6

33 教 育 ・ 研 究 578,971 552,954 630,976 △ 4.5 14.1 0.5

34 医 療 ・ 福 祉 893,643 1,000,049 1,054,377 11.9 5.4 0.3

35 他に分類されない会員制団体 70,117 61,881 73,029 △ 11.7 18.0 0.1

36 対 事 業 所 サ ー ビ ス 608,717 754,612 741,804 24.0 △ 1.7 △ 0.1

37 対 個 人 サ ー ビ ス 612,446 734,276 504,849 19.9 △ 31.2 △ 1.4

38 事 務 用 品 19,275 23,293 20,874 20.8 △ 10.4 △ 0.0

39 分 類 不 明 41,244 66,407 75,094 61.0 13.1 0.1

　（注）　１　39部門分類による。

　　　　　２　前回表（平成27年表）及び前々回表（平成23年表）の数値は、令和2年表の部門分類

　　　　　　との対応関係を勘案して簡易に組替集計したものであり、既に公表されている値と一致

　  　　　　しない場合がある。

県内生産額 (百万円) 伸び率 (％)

産 業 計

【用語の解説】

寄与度：　各部門の増減が、全体の伸び率を何ポイント（％）押し上げ（押し下げ）ているかを表し、寄与度の合計

　　　　は伸び率の合計と等しくなる。寄与度をみることで、どの部門が全体の増減に大きく影響したかが分かる。

　　　　寄与度(％) ＝ （R2生産額 － H27生産額） ÷ H27生産額計 × 100
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４ 中間投入と粗付加価値 
 

  令和 2年の県内生産額15兆 2,208億円のうち、生産活動を行うために用いられた原材料・燃料 

 等の財・サービスの中間投入は7兆 991億円となり、県内生産額に占める中間投入の割合（中間 

 投入率）は46.6％（対27年比 3.1ポイント低下）となった。 

  また、生産活動によって新たに付け加えられた粗付加価値は8兆 1,217億円となり、県内生産額 

 に占める粗付加価値の割合（粗付加価値率）は53.4％（同3.1ポイント上昇）となった。 

 

図２－５ 県内生産額に占める中間投入及び粗付加価値の構成比 

     

表２－５ 中間投入及び粗付加価値の金額、構成比及び伸び率 

 

 

 

 

 

 

 

中間投入
46.6

49.7

49.8

粗付加価値
53.4

50.3

50.2

0% 25% 50% 75% 100%

R2

H27

H23

平成23年 平成27年 令和2年 平成23年 平成27年 令和2年 H23→H27 H27→R2

県内生産額 131,216 160,164 152,208 100.0 100.0 100.0 22.1 △ 5.0

中間投入 65,391 79,581 70,991 49.8 49.7 46.6 21.7 △ 10.8

粗付加価値 65,825 80,583 81,217 50.2 50.3 53.4 22.4 0.8

金額（億円） 構成比（％） 伸び率（％）

【用語の解説】

中間投入（率）　：　各産業部門の生産活動に必要な原材料・燃料等の財・サービスの購入費用をいう。ただし、

　　　　　　　　　生産設備等の購入費用は資本形成とされ、中間投入には含まれない。

　　　　　　　　　中間投入率 ＝ 中間投入 ÷ 県内生産額

粗付加価値（率）：　生産活動によって新たに付け加えられた価値をいい、家計外消費支出、雇用者所得、営業

　　　　　　　　　余剰、資本減耗引当、間接税及び（控除）経常補助金から構成される。中間投入に粗付加価

　　　　　　　　　値を加えたものが県内生産額となる。

　　　　　　　　　　なお、粗付加価値から家計外消費支出を控除したものが、県民経済計算における県内総生

　　　　　　　　　産にほぼ対応する。

　　　　　　　　　粗付加価値率 ＝ 粗付加価値 ÷ 県内生産額
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５ 粗付加価値の構成と伸び 

 

  令和 2年の粗付加価値の合計は8兆 1,217億円で、そのうち「雇用者所得」は4兆 393億円（構 

 成比 49.7％）、「営業余剰」は1兆 3,098億円（同 18.2％）、「資本減耗引当」は2兆 2,083億円（同 

 27.2％）であった。平成27年の構成比と比較すると、「雇用者所得」が0.6ポイント、「資本減耗引

当」が0.5ポイント、それぞれ上昇した。 

  平成 27 年からの伸び率をみると、粗付加価値全体では 0.8％の増加となった。部門別では、「営

業余剰」（伸び率2.9％）、「資本減耗引当」（同2.7％）などが増加した。 

 

図２－６ 粗付加価値の部門別構成比        図２－７ 粗付加価値の部門別伸び率 

 

表２－６ 粗付加価値の部門別金額、構成比及び伸び率 

 

 

 

 

 

 

1.7

2.9

2.9

雇用者所得

49.7

49.1

52.6

営業余剰

16.1

15.8

15.4

資本減耗引当
27.2

26.7

22.4

5.2

5.5

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

H27

H23

間接税・経常補助金
家計外消費支出

△ 50.0
△ 40.0
△ 30.0
△ 20.0
△ 10.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0

粗
付
加
価
値
部
門
計

家
計
外
消
費
支
出
（
行
）

雇
用
者
所
得

営
業
余
剰

資
本
減
耗
引
当

間
接
税
・
経
常
補
助
金

H23→H27 H27→R2

平成23年 平成27年 令和2年 平成23年 平成27年 令和2年 H23→H27 H27→R2

65,825 80,583 81,217 100.0 100.0 100.0 22.4 0.8

家 計 外 消 費 支 出 1,932 2,318 1,385 2.9 2.9 1.7 19.9 △ 40.2

雇 用 者 所 得 34,628 39,566 40,393 52.6 49.1 49.7 14.3 2.1

営 業 余 剰 10,142 12,726 13,098 15.4 15.8 16.1 25.5 2.9

資 本 減 耗 引 当 14,719 21,503 22,083 22.4 26.7 27.2 46.1 2.7

間接税（関税・輸入品商品税を除く。） 4,823 5,024 4,804 7.3 6.2 5.9 4.2 △ 4.4

（ 控 除 ） 経 常 補 助 金 △ 420 △ 553 △ 546 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.7 31.6 △ 1.3

　　（注）　平成27年の資本減耗引当の伸びには2008SNA対応における研究開発等の資本化の影響が含まれているため、
　　　　　過去の計数との比較には注意が必要である。

伸び率（％）

粗 付 加 価 値 部 門 計

金額（億円） 構成比（％）

【用語の解説】

資本減耗引当　　　　：　減価償却費と資本偶発損の合計。

間接税　　　　　　　：　財・サービスの生産、販売、購入又は使用に関して生産者に課せられる租税及び税外

　　　　　　　　　　　負担で、税法上損金算入が認められていて、所得とはならず、かつその負担が最終購入

　　　　　　　　　　　者へ転嫁されるもの。ただし、ここでいう間接税には、関税及び輸入品商品税は含まれ

　　　　　　　　　　　ていない。

（控除）経常補助金　：　①非市場生産者（一般政府）から市場生産者に対して交付され、②市場生産者の経常

　　　　　　　　　　　費用を賄うために交付されるものであり、③財・サービスの市場価格を低下させると考

　　　　　　　　　　　えられるものであること、という３つの条件を満たす経常交付金である。粗付加価値部

　　　　　　　　　　　門にマイナスで計上される控除項目である。
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６ 総需要の構成と伸び 

 

  令和 2年の「総需要」は21兆 8,966億円で、そのうち「中間需要」は7兆 991億円（構成比 

 32.4％）、「県内最終需要」は9兆 1,684億円（同 41.9％）、「輸移出」は5兆 6,291億円（同 25.7％） 

 であった。平成 27 年の構成比と比較すると、「中間需要」が 2.5 ポイント低下し、「最終需要」が

2.5ポイント上昇した。「最終需要」の内訳をみると「投資」が2.5ポイント上昇した。 

  平成 27 年からの伸び率をみると、「投資」以外の部門が減少し、総需要合計では 4.0％の減少と

なった。 

 

図２－８ 総需要の部門別構成比         図２－９ 総需要の部門別伸び率 

 

表２－７ 総需要の部門別金額、構成比及び伸び率 
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34.9

35.5
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27.4

28.1

30.5

投資
14.5

12.0

6.8

輸移出
25.7

25.1

27.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

H27

H23

△ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

総
需
要

中
間
需
要

消
費

投
資

輸
移
出

H23→H27 H27→R2

（％）

平成23年 平成27年 令和2年 平成23年 平成27年 令和2年 H23→H27 H27→R2

183,992 228,108 218,966 100.0 100.0 100.0 24.0 △ 4.0

65,391 79,581 70,991 35.5 34.9 32.4 21.7 △ 10.8

118,601 148,527 147,975 64.5 65.1 67.6 25.2 △ 0.4

68,688 91,341 91,684 37.3 40.0 41.9 33.0 0.4

消 費 56,096 64,075 60,040 30.5 28.1 27.4 14.2 △ 6.3

投 資 12,592 27,266 31,643 6.8 12.0 14.5 116.5 16.1

49,913 57,186 56,291 27.1 25.1 25.7 14.6 △ 1.6

134,207 170,922 162,675 72.9 74.9 74.3 27.4 △ 4.8

　　（注）　平成27年の投資の伸びには2008SNA対応における研究開発等の資本化の影響が含まれているため、

　　　　　過去の計数との比較には注意が必要である。

輸 移 出

金額（億円） 構成比（％） 伸び率（％）

（再掲）県内需要

総 需 要

中 間 需 要

最 終 需 要

県内最終需要

【用語の解説】

総需要：　中間需要と最終需要からなる。

　　　　　なお、最終需要は県内最終需要（消費、投資）と輸移出からなる。

　　　　　輸出は、FOB価格（本船渡しの価格）で評価している。
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７ 最終需要の構成と伸び 

 

  令和 2年の「最終需要」は14兆 7,975億円で、そのうち「輸移出」は5兆 6,291億円（構成比 

 38.0％）、「民間消費支出」は3兆 9,510億円（同 26.7％）、「一般政府消費支出」は1兆 9,145億円 

 （同 12.9％）、「県内総固定資本形成」は3兆 1,714億円（同 21.4％）、「家計外消費支出」は1,385 

 億円（同 0.9％）であった。平成 27 年の構成比と比較すると、「県内総固定資本形成」が 3.2 ポイ

ント上昇、「輸移出」が0.5ポイント低下、「民間消費支出」が1.2ポイント低下、「一般政府消費支

出」が0.8ポイント低下となった。 

  平成 27年からの伸び率をみると、「県内総固定資本形成」以外の部門が減少し、最終需要合計で

は、0.4％の減少となった。部門別では、「県内総固定資本形成」が 17.1％増となった一方、「家計

外消費支出」が40.2％減、「民間消費支出」が4.6％減、「一般政府消費支出」が5.9％減となった。 

 

図２－10 最終需要の部門別構成比           図２－11 最終需要の部門別伸び率 

 

表２－８ 最終需要の部門別金額、構成比及び伸び率 
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H23→H27

H27→R2

（％）

平成23年 平成27年 令和2年 平成23年 平成27年 令和2年 H23→H27 H27→R2

118,601 148,527 147,975 100.0 100.0 100.0 25.2 △ 0.4

家 計 外 消 費 支 出 1,932 2,318 1,385 1.6 1.6 0.9 19.9 △ 40.2

民 間 消 費 支 出 36,736 41,414 39,510 31.0 27.9 26.7 12.7 △ 4.6

一 般 政 府 消 費 支 出 17,427 20,343 19,145 14.7 13.7 12.9 16.7 △ 5.9

県内総固定資本形成 12,454 27,093 31,714 10.5 18.2 21.4 117.5 17.1

在 庫 純 増 138 173 △ 71 0.1 0.1 △ 0.0 25.4 △ 140.8

輸 移 出 49,913 57,186 56,291 42.1 38.5 38.0 14.6 △ 1.6

　　（注）　平成27年の県内総固定資本形成の伸びには2008SNA対応における研究開発等の資本化の影響が含まれているため、

　　　　　過去の計数との比較には注意が必要である。

金額（億円） 構成比（％） 伸び率（％）

最 終 需 要 計

【用語の解説】

最終需要：　家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、県内総固定資本形成、在庫純増、輸移出から

　　　　　なる。また、次のような関係が成立している。　最終需要 － 輸移入 ＝ 粗付加価値

　　　　　　なお、ここからさらに家計外消費支出をを控除したものは、県民経済計算における県内総生産（支

　　　　　出側）にほぼ対応する。
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８ 生産波及の大きさ 
 

  逆行列係数表により、１単位あたりの最終需要に対する生産波及の大きさを39部門別でみると、 

 令和 2 年は全産業平均で 1.2571 倍であった。産業別にみると、生産波及が大きい部門は、「鉱業」

（1.4351倍）、「水道」（1.4223倍）、「林業」（1.3800倍）などであった。 

 

図２－12 生産波及の大きさ 

 

 

 

 

平成27年 令和2年

1.2845 1.2571

01 農 業 1.2856 1.2921

02 林 業 1.2084 1.3800

03 漁 業 1.1637 1.1550

04 鉱 業 1.3894 1.4351

05 飲 食 料 品 1.3323 1.3749

06 繊 維 製 品 1.2167 1.1617

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.4278 1.3749

08 化 学 製 品 1.2654 1.2668

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 1.1824 1.1814

10 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 製 品 1.2568 1.2060

11 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.3424 1.3007

12 鉄 鋼 1.2391 1.2159

13 非 鉄 金 属 1.1953 1.1615

14 金 属 製 品 1.2280 1.1807

15 は ん 用 機 械 1.2362 1.1609

16 生 産 用 機 械 1.1792 1.1284

17 業 務 用 機 械 1.2500 1.1902

18 電 子 部 品 1.2582 1.1919

19 電 気 機 械 1.2636 1.1571

20 情 報 通 信 機 器 1.2384 1.1633

21 輸 送 機 械 1.1794 1.1648

22 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.3211 1.3502

23 建 設 1.2691 1.2747

24 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.4451 1.3121

25 水 道 1.4064 1.4223

26 廃 棄 物 処 理 1.3429 1.2782

27 商 業 1.2441 1.2489

28 金 融 ・ 保 険 1.2610 1.2768

29 不 動 産 1.1162 1.1589

30 運 輸 ・ 郵 便 1.3172 1.3075

31 情 報 通 信 1.3386 1.3198

32 公 務 1.2540 1.2107

33 教 育 ・ 研 究 1.2209 1.2220

34 医 療 ・ 福 祉 1.2311 1.2101

35 他に分類されない会員制団体 1.2578 1.2457

36 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.2059 1.2182

37 対 個 人 サ ー ビ ス 1.3207 1.3319

38 事 務 用 品 1.4270 1.4782

39 分 類 不 明 1.7797 1.3160

　　（注）　39部門表による。

全 産 業 平 均

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

平成27年

令和2年

（倍）

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 （倍）

【用語の解説】

逆行列係数：　ある産業に対して１単位の最終需要が発生した場合、各産業の生産が究極的にどれだけ必要にな

　　　　　　るかという生産波及の大きさを示す係数である。

　　　　　　　また、本文中の生産波及の大きさは、逆行列係数表の列和（縦計）を指している。これは、当該

　　　　　　部門の最終需要が１単位発生したときに各産業の生産に及ぼす生産波及の大きさを示す係数を合計

　　　　　　したものであり、産業全体としての生産波及の大きさが直接・間接に、究極的にどのくらいになる

　　　　　　かを示している。
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影響力係数 感応度係数

01 農林水産業 0.9912 0.8389

02 鉱業 1.1220 0.7721

03 製造業 0.9671 0.9813

04 建設 0.9799 0.8594

05 電気・ガス・水道 1.0354 1.0326

06 商業 0.9777 0.9114

07 金融・保険 1.0064 1.0242

08 不動産 0.8959 0.9661

09 運輸・郵便 1.0529 1.3119

10 情報通信 1.0421 0.9196

11 公務 0.9432 0.8484

12 サービス 0.9683 1.7390

13 分類不明 1.0179 0.7950

（※参考）影響力係数と感応度係数 

 

  影響力係数と感応度係数をみることで、各産業部門が県経済の中でどのような機能を持っている 

 かを模式的に把握することができる。図２－13のように、横軸に影響力係数、縦軸に感応度係数を

置いて、各産業部門の値をみる。 

  「Ⅰ」に位置する部門は、産業全体に対する影響力が強く、かつ影響を受けやすい部門で、「運輸・

郵便」、「金融・保険」、「電気・ガス・水道」が該当した。「Ⅱ」に位置する部門は、産業全体に対す

る影響力は強くないが感応度は高い部門で、「サービス」が該当した。Ⅲに位置する部門は、影響力

も感応度も共に高くない部門で、「建設」、「不動産」、「公務」などが該当した。Ⅳに位置する部門は、

産業全体への影響力は強いが感応度は高くない部門で、「鉱業」、「情報通信」が該当した。 

 

         図２－13 産業別の影響力係数と感応度係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－９ 産業別の影響力係数と感応度係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

【用語の解説】

影響力係数：　当該産業部門が他の産業部門に与える波及効果の大きさを相対的に表した指標。

　　　　　　　影響力係数 ＝ 逆行列係数の列和 ÷ 列和の平均値

感応度係数：　当該産業部門が他の産業部門から受ける波及効果の大きさを相対的に表した指標。

　　　　　　　感応度係数 ＝ 逆行列係数の行和 ÷ 行和の平均値
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             － お願い － 

      本報告書から抜粋又は新たに資料を作成して利用する場合は、 

     「福島県統計課『令和2年（2020年）福島県産業連関表』から抜粋（又は作成）」 

 と明記してください。 
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